華泰財産保険株式有限会社
交通乗用具意外傷害保険約款要旨
保険責任

第一条
(1) 当契約期間内に、保険者は被保険者が選択した以下の一項目或いは多項目の交通乗用具による傷害保険責任を負い、保険者と被保険者が保険証券により明記する。選択可能な意外傷害保険責任の種類は以下のとおりである。
1． 航空意外傷害保険責任：航空意外傷害保険責任とは、保険契約期間内に、被保険者が毎回乗客の身分で合法的な商業目的で運営される航空機に搭乗し、有効航空券を持参して該当の商業用旅客機の客室に入った時点から目的地に着き、その旅客機の客室を出るまでに被った意外傷害による保険責任を指す。
2． 汽車意外傷害保険責任：汽車意外傷害保険責任とは、保険契約期間内に、被保険者が毎回乗客の身分で合法的な商業目的で運営される客運汽車に乗車し、有効な乗車券を持参して該当の商業運営汽車車両に乗車した時点から目的地に着き、該当する汽車車両を出るまでに被った意外傷害による保険責任を指す。
3． 船舶意外傷害保険責任：船舶意外傷害保険責任とは、保険契約期間内に、被保険者が毎回乗客の身分で合法的な、商業目的で運営される客運船舶に搭乗し、有効な乗車券を持参して該当の商業運営船舶の甲板に乗船した時点から目的地に着き、該当船舶の甲板を離れるまでに被った意外傷害による保険責任を指す。

4． 自動車意外傷害保険責任：自動車意外傷害保険責任とは、保険契約期間内に、被保険者が毎回乗客の身分で合法的な、商業目的で運営される客運自動車に乗車し、有効な乗車券を持参して該当の商業運営自動車車両に乗車した時点から目的地に着き、該当する自動車車両を出るまでに被った意外傷害による保険責任；或いは被保険者が運営目的で使用されない家庭用自家乗用車や勤務機関の公務或いは商務用車を運転し、車両運転中に被った意外傷害による保険責任を指す。
（二）保険期間内に、被保険者が保険証券に選定した交通乗用具意外傷害保険責任範囲項目内の意外傷害事故に遭った場合、保険者は下記の約款に基づき保険金を支払う。各項目の保険金の合計額は事故時に乗った交通乗用具の対応保険金額以内とする。
1、 死亡保険責任
保険期間内に、被保険者が交通乗用具による意外傷害事故に遭い、事故発生の日から180日以内にその事故が原因で死亡した場合、保険者は保険証券で選定した該当交通乗用具意外傷害保険責任に対応する保険金額を死亡保険金として支払い、その被保険者に対する保険責任を終了する。

被保険者が意外傷害事故に遭い、事故発生の日から行方不明となり、後に人民裁判所によって死亡と宣告された場合、保険者は保険金額とおりに死亡保険金を支払う。但し、被保険者が死亡を宣告された後、生還した場合、保険金受取人は被保険者の生還を知った日から、或いは知ったはずの日から30日以内に保険者が支払った死亡保険金を返却しなければならない。
保険者がある種類の交通乗用具意外死亡保険金を支払う際、被保険者が既に該当種類の意外障害保険金を受け取った場合、意外死亡保険金は保険契約で明記された該当種類の交通乗用具意外傷害保険責任に対応する一人当たりの保険金額から既に支払った意外障害保険金を差し引いた金額である。

２．後遺障害保険責任

  保険期間内に、被保険者が交通乗用具による意外傷害事故に遭い、事故発生の日から180日以内（第180日を含む）に、その事故が直接な原因で当保険契約の付録“人身保険障害程度及び保険金給付割合表”（“給付表一”と略す）に記載された障害の一項目が生じた場合、保険者は該当表の給付割合に、保険証券上に選定した該当交通乗用具意外傷害保険責任に対応する保険金額を掛けた金額を障害保険金として支払う。第180日目に治療が完了しなかった場合、当日の身体状況で障害鑑定を行い、その結果に基づいて障害保険金を支払う。
　

1． 被保険者が同一種類の交通乗用具の意外傷害事故によって一項目以上の障害を負った場合、保険者は各項目の障害保険金の合計額を支払うが、給付総額は保険金額以内とする。異なった障害項目が同一身体部位である場合、給付割合の一番高い一項目の障害保険金のみを支払う。

2． 被保険者がもし、今回の意外傷害事故以前にすでに障害があった場合、保険者は合併後の障害程度で“給付表一”の対応する給付割合で障害保険金を支払うが、元来の障害程度が“給付表一”においての障害保険金を差し引くべきである。

3． 選択可能な意外傷害追加保障
　保険契約者は以下の一項目或いは多項目の追加保障を選択することが可能で、保険者と被保険者が保険証券上に明記する。
（1） 医療費用

　当契約保険期間内に、被保険者が意外傷害事故に遭い、その意外事故による傷害で、認可された医療機関での必要治療を受けた場合、保険者は事故発生当日から180日以内に（第180日も含む）実際支出した合理的な医療費用を、保険契約上に明記された該当交通乗用具意外傷害保険責任に対応する医療費用保険金額内で、免責金額を超えた部分においては契約とおりの賠償割合で、意外傷害医療保険金を支払う。具体的な免責金額や給付割合は保険契約に明記する。

　被保険者の入院治療期間が二つの保険年度に跨る場合、保険者は意外傷害事故発生の日当年度の保険金額を限度に意外傷害医療保険金を支払う。
　被保険者が損失を、その他の方法、或いは他の保険証券により賠償してもらった場合、保険者は関連機関或いは保険証券契約会社が発行した関連保険証券証明或いは保険金給付証明に基づき、保険契約に明記された保険金限度額で被保険者の前述した他の賠償額以外に残った部分の賠償責任のみを負担する。
（2） 入院手当
　被保険者が意外傷害事故に遭い、事故発生の日から180日以内に（第180日も含む）、今回の意外傷害事故が直接な原因で許可された医療機関により入院治療が必ず必要だと判断された場合、保険者は保険契約に明記された該当交通乗用具の意外傷害保険責任に対応する毎日意外入院手当金額と毎回実際入院日数の積に値する金額を被保険者に意外入院手当として支払う。但し、一回あたりの入院給付日数は90日以内とし、保険期間内の累計給付日数は180日以内とする。
　４．一人一人の被保険者が同一種類の交通乗用具に搭乗した際に、保険者が負担する上述の各項目の保険金給付責任は、保険契約に記述した該当種類の交通乗用具に対する一人一人の被保険者の項目別保険金額を限度とし、一回或いは累計で給付する保険金が該当種類の交通乗用具に対応する項目別保険金額に到達した場合、その被保険者が該当種類の交通乗用具に搭乗する際の当保険契約の保険責任は終了する。
責任免除
第二条
　以下の原因で被保険者の死亡や障害を引き起こした場合、保険者は保険金給付責任を負わない。

（1） 保険契約者の故意的な行為
（2） 被保険者自らの傷害或いは自殺行為、但し被保険者が自殺する際に民事行為能力のない場合を除く

（3） 被保険者の挑発及び故意的な行為による闘争、襲撃或いは殺害

（4） 被保険者の犯罪及び法律的刑事強制措置に反抗した場合

（5） 被保険者が酒に酔った場合
（6） 被保険者が行為能力に影響のある関連薬品及び規制薬品を服用、吸入、注射した場合
（7） 被保険者が医者の指示に反して、無断で薬物を服用、塗用、注射した場合

（8） 被保険者が妊娠、流産、出産した場合（意外傷害によるものは除く）

（9） 被保険者がばい菌、ウイルス及び寄生虫に感染された場合（意外傷害による傷口の感染者は除く）、或いは被保険者が日射病、急死、薬物によるアレルギー、食中毒になった場合

（10） 被保険者の心神喪失及び異常による意外

（11） 被保険者が受けた検査、麻酔、整形手術及びその他の内外科手術、薬物治療による事故
（12） 被保険者が意外な事故、自然災害以外の原因で失踪し、裁判所によって死亡と宣告された場合

（13） いかなる生物、化学、原子武器、原子力或いは核エネルギーの爆発、放射或いは汚染

第三条

被保険者が以下の期間中に傷害を受け、死亡或いは障害を負った場合、保険者は保険金給付責任を負わない。
（1） 被保険者が法律に基づき、拘置、服役する期間

（2） 被保険者が飲酒運転、無免許運転、或いは有効な運転許可証のない交通乗用具を運転した期間
（3） 被保険者が不法的に交通乗用具に搭乗した期間、或いは現地政府の関連機関に登録許可されていない交通乗用具に搭乗した期間

（4） 被保険者がアルコール、麻薬、規制薬品に影響された期間

（5） 被保険者がエイズ（AIDS）にかかった期間、或いはエイズウイルス（HIV陽性反応が出た場合）に感染された期間

（6） 被保険者が潜水、スカイダイビング、滑空、岩登り、探険活動、武術の試合、レスリングの試合、妙技の実演、競馬、カーレスなど危険性の高い運動や活動に従事する場合
（7） 戦争（宣戦布告いかんを問わず）、内戦、軍事行動、テロ活動、暴動或いはその他類似の武装反乱期間
（8） 被保険者が途中で搭乗した交通乗用具を離れてから再びその交通乗用具に戻るまでの期間

（9） 旅客が両足で交通乗用具に搭乗する前と旅客の一足が交通乗用具を離れた後
　　当保険契約に記載された責任免除状況により被保険者が死亡した場合、保険者は未経過純保険料を返却する。
第四条

　以下いずれかの状況で、直接或いは間接的に被保険者の医療費用支出が発生した場合、保険者は医療費用賠償責任を負わない。

（1） 被保険者の疾患による医療費用

（2） 矯正、整形、美容、心理的カウンセリング、臓器移植、角膜屈光成形手術或いは修復、身体障害用具（例えば、車椅子、義肢、補聴器、義眼、入れ歯、眼鏡など）の設置及び購入費用
（3） 被保険者の健康介護（身体検査、健康診断、休養、特別介護或いは静養などを含む）など非治療目的の行為及び客観的病症証明のない不健康及び臓器寄贈を目的とする医療行為
（4） 被保険者の流産、堕胎、出産、不妊症、避妊或いは不妊手術、性転換手術、人体実験、人工的生殖及びそれが原因で発生した合併症による入院
（5） 被保険者が認可されていない医療機関で治療を受けた場合
（6） 被保険者が保険者の同意を求めず、転院治療をした場合；被保険者が自宅に病床を設け、治療した場合
（7） 本条第一、二項目で約定した責任免除事項
第六条　その他の保険証券或いは保険証明書に明記された責任免除事項
